
 

 

 

 

 

東京の男女平等参画データ 2012 
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東京都では、男女平等参画施策の総合的な推進に資するため、平成 23 年度を中心とした男女平

等参画の状況、男女平等参画施策の実施状況等を「東京の男女平等参画データ 2012」としてまとめ

ました。これは、東京都男女平等参画基本条例第 11条に基づく年次報告にあたるものです。 

 本書は、「特集」、「第１部」及び「第２部」により構成されています。 

 「特集」では、今年度は「地域における男女平等参画」をテーマに、地域・社会活動の状況や、

地域の育児・介護をめぐる状況を中心に統計情報を掲載しております。 

「東京の男女平等参画データ 2012」（概要版）は「特集」の中から主要な統計をピックアップし

たものです。 
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Ⅰ 地域・社会における参画 

１．市区長に占める女性の割合 

 

 

 

 

図表Ⅰ－１－１ 市区長に占める女性の割合（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「平成 23年度版男女共同参画白書」 

平成 22（2010）年 12 月 31 日現在、全国の市区長 808 名（欠員 1 名除く）のうち女性は 18 名であ

り、全体に占める割合は 2.2％である。47都道府県中 34団体では女性の市区町がいない。 

35

10

13

12

13

13

13

31

14

12

39
35

46

16
19

10

10

9

13

19

21

23

37

14

13

14

33

27

12

9

4

8

14

14

12

8

8

11

11
28

10

12

14

14

9

18

10

1

1

1

1

3

3

1

1

2

1

1

1

1

7.7 

3.1 

2.5 

2.8 

6.1 

15.8 

5.0 

6.7 

6.9 

6.7 

7.7 

7.7 

9.1 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 

0 10 20 30 40 50

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

（％）

（人）

3
5

1
0 1

3

1
2 1
3

1
3

1
3

3
1

1
4

1
2

3
9

3
5

4
6

1
6 1

9

1
0

1
0 9

1
3

1
9 2
1 2
3

3
7

1
4

1
3 1
4

3
3

2
7

1
2

9

4

8

1
4

1
4

1
2

8 8 1
1

1
1

2
8

1
0 1
2 1
4

1
4

9

1
8

1
0

1

1

1

1

3

3

1

1

2

1

1 1

1

7
.7

 

3
.1

 

2
.5

 

2
.8

 
6
.1

 

1
5
.8

 

5
.0

 6
.7

 

6
.9

 

6
.7

 7
.7

 

7
.7

 9
.1

 

0
 

2
 

4
 

6
 

8
 

1
0
 

1
2
 

1
4
 

1
6
 

1
8
 

0
1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

（
％
）

（
人
）

女性 男性 女性比率（％）



 

 2 

２．自治会長に占める女性の割合 

 

 

 

 

図表Ⅰ－２－１ 自治会長に占める女性の割合（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：調査時点は原則として平成 23（2011）年 4月 1日であるが、各自治体により異なる場合がある。 

注２：回答のあったもののうち、男女別の数を把握しているもののみ掲載している。 

資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」（平成 23年度） 

各都道府県の自治会長に占める女性の割合をみると、東京都は 9.8％であり、全国平均の 4.3％を上

回っている。 
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Ⅱ 地域社会活動の状況 

１．ＮＰＯ・市民活動団体における参画 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－１－１ ＮＰＯ代表者に占める女性の割合（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「平成 21年版男女共同参画白書」 

 

 

図表Ⅱ－１－２ 市民活動団体の事務局スタッフの性別構成（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「平成 20年度市民活動団体等基本調査報告書」 

ＮＰＯ代表者に占める女性の割合は、22.5％となっているが、市民活動団体の事務局スタッフの構成

をみると、女性スタッフが多い団体が約半数を占めている。活動分野の性別構成をみると、特に福祉

の分野では、女性スタッフが多い。 
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図表Ⅱ－１－３ 市民活動団体の活動分野の性別構成（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「平成 20年度市民活動団体等基本調査報告書」 
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Ⅲ 地域における子育て 

１．保育所数と待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

図表Ⅲ－１－１ 認可保育所数と待機児童数の推移（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：各年 4月現在 

資料：東京都福祉保健局調べ 

 

図表Ⅲ－１－２ 認証保育所の状況の推移（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：各年 4 月現在 

注２：認証保育所は増大する保育ニーズに応え、東京都が独自の基準により認証するもので、主に駅前に設置されるＡ型 

と、小規模で家庭的な保育を行うＢ型がある。 

資料：東京都福祉保健局「福祉・衛生統計年報」（平成 22年度） 
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平成 23（2011）年 4月現在、認可保育所数は 1,800箇所、認証保育所数は 598箇所あり、年々増加

している。待機児童数は平成 23（2011）年度は 22（2010）年度に比べ 580人減少し、7,855人とな

っている。 
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図表Ⅲ－１－３ 年齢別保育サービス利用状況（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：認可保育所、認証保育所、保育室、家庭福祉員は平成 21（2009）年 4月 1日、幼稚園は平成 21（2009）年 5月 1日 

現在の利用児童数 

資料：東京都福祉保健局調べ 

 

年齢別保育サービスの利用状況をみると、０歳から２歳までは、いずれも「その他」の割合がもっ

とも高く、３歳から４歳以上では、いずれも「幼稚園」の割合がもっとも高くなっている。 
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Ⅳ 地域の高齢者・介護の状況 

１．高齢者の世帯類型 

 

 

 

 

図表Ⅳ－１－１ 世帯類型（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都福祉保健局基礎調査「高齢者の生活実態」（平成 22年） 
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1.7

2.0

3.4

1.6

3.2

1.9

0.8

1.5
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昭和55（1980）年度
（n=4,502）

昭和60（1985）年度
（n=4,484）
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平成7（1995）年度

（n=8,686）

平成12（2000）年度
（n=5,086）

平成17（2005）年度
（n=4,583）

平成22（2010）年度
（n=4,767）

ひとりぐらし 高齢者夫婦のみ その他

夫婦のみ 高齢者と配偶者のいない子 高齢者と配偶者のいる子

高齢者と子と孫 その他 不明

高齢者のみの世帯 高齢者のみでない世帯

高齢者の世帯類型は、年々高齢者のみの世帯が増加している。 
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２．要介護（要支援）認定高齢者・出現率の推移 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅳ－２－１ 要介護（要支援）認定高齢者・出現率の推移（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：第 1号被保険者とは、区市町村の区域内に住所を有する 65歳以上の者をいう。 

注２：出現率とは、第 1号被保険者数に占める要介護（要支援）認定者数の割合のことをいう。 

資料：東京都福祉保健局「介護保険事業状況報告」 

要介護（要支援）認定者数とその出現率の推移をみると、第１号被保険者数は年々増加している。

要介護（要支援）認定者の出現率は、平成 21（2009）年以降連続して増加している。平成 23（2011）

年の第１号者被保険者数は、261.5万人、出現率が 16.6％となっている。 
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３．高齢者の社会参加 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅳ－３－１ １年間に行った活動（都） 

＜男性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都福祉保健局基礎調査「高齢者の生活実態」（平成 22年） 

男性高齢者の社会参加状況は、「活動している」が 48.8％であった。主な活動内容としては、「スポ

ーツ」が 57.1％ともっとも高く、次いで、「趣味のサークル活動」（40.6％）、「ボランティア活動、

地域活動、ＮＰＯ活動」（33.8％）と続いている。 

（n=1,003）

57.1

40.6

33.8

15.6

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70

スポーツ

趣味のサークル活動

ボランティア活動、地域活動、ＮＰＯ活動

教養講座の受講などの学習活動

その他

（％）

（複数回答）

（n=2.057）

活動している
48.8%

無回答

0.8%

活動して

いない
50.4%
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図表Ⅳ－３－２ １年間に行った活動（都） 

＜女性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都福祉保健局基礎調査「高齢者の生活実態」（平成 22年） 

 

女性高齢者の社会参加状況は、「活動している」が 48.9％であった。主な活動内容としては、「趣味

のサークル活動」が 60.6％ともっとも高く、次いで、「スポーツ」（51.2％）、「ボランティア活動、

地域活動、ＮＰＯ活動」（26.1％）と続いている。 

（n=1,003）
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その他

（％）

（複数回答）

（n=2,710）

活動している
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無回答
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活動して
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